
                                   

                                  区 民 福 祉 委 員 会 

                                  令和６年３月２８日 

墨田区国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）概要 

１ 特別区国民健康保険の基準保険料率等の改定（第１５条の４、第１５条の１２、第１５条

の１６、第１６条の４、第１９条の２、第１９条の４関係） 

 ⑴ 保険料率 

区 分 現   行 改 正 案 増 減 

基
礎
分
（
医
療
分
） 

所 得 割 ７．１７％ ８．６９％ ＋１．５２ｐｔ 

均 等 割 
(被保険者１人につき) 

４５，０００円 ４９，１００円 ＋４，１００円 

賦 課 割 合 

（所得割：均等割） 
５６：４４ 現行どおり ― 

賦 課 限 度 額 ６５０，０００円 現行どおり ― 

後
期
高
齢
者
支
援
金
分 

所 得 割 ２．４２％ ２．８０％ ＋０．３８ｐｔ 

均 等 割 
(被保険者１人につき) 

１５，１００円 １６，５００円 ＋１，４００円 

賦 課 割 合 

（所得割：均等割） 
５６：４４ 現行どおり ― 

賦 課 限 度 額 ２２０，０００円 ２４０，０００円 ＋２０，０００円 

介 

護 

納 

付 

金 

分 

所 得 割 ２．１４％ ２．３６％ ＋０．２２ｐｔ 

均 等 割 
(被保険者１人につき) 

１６，２００円 １６，５００円 ＋３００円 

賦 課 割 合 

（所得割：均等割） 
５６：４４ 現行どおり ― 

賦 課 限 度 額 １７０，０００円 現行どおり ― 

 ⑵ 低所得者に係る軽減 

区 分 
現   行 改 正 案 

増 減 
判定所得基準 

被 保 険 者 １ 人 に つ き 
減 額 す る 額 判定所得基準 

被 保 険 者 １ 人 に つ き 

減 額 す る 額 

７

割

減

額

世

帯 

所得が４３万円

を超えない世帯 

（※） 

基礎 ３１，５００円 

現行どおり 

基礎 ３４，３７０円 ＋２，８７０円 

後期 １０，５７０円 後期 １１，５５０円 ＋９８０円 

介護 １１，３４０円 介護 １１，５５０円 ＋２１０円 

５

割

減

額

世

帯 

所得が４３万円

＋２９万円

×被保険者等の数

を超えない世帯 

（※） 

基礎 ２２，５００円 
所得が４３万円

＋２９万５千円

×被保険者等の数

を超えない世帯 

（※） 

基礎 ２４，５５０円 ＋２，０５０円 

後期 ７，５５０円 後期 ８，２５０円 ＋７００円 

介護 ８，１００円 介護 ８，２５０円 ＋１５０円 

２

割

減

額

世

帯 

所得が４３万円

＋５３万５千円

×被保険者等の数

を超えない世帯 

（※） 

基礎 ９，０００円 所得が４３万円

＋５４万５千円

×被保険者等の数

を超えない世帯 

（※） 

基礎 ９，８２０円 ＋８２０円 

後期 ３，０２０円 後期 ３，３００円 ＋２８０円 

介護 ３，２４０円 介護 ３，３００円 ＋６０円 

 ※ 世帯に給与所得者等が２人以上いる場合は、各区分の基準額に１０万円×（給与所得者等の数－１）を加算する。 



 

 

 

⑶ 未就学児に係る軽減 

区 分 
現   行 改 正 案 

増 減 被 保 険 者 １ 人 に つ き 

減 額 す る 額 

被 保 険 者 １ 人 に つ き 

減 額 す る 額 

７割減額 

世 帯 

基礎 ６，７５０円 基礎 ７，３６５円 ＋６１５円 

後期 ２，２６５円 後期 ２，４７５円 ＋２１０円 

５割減額 

世 帯 

基礎 １１，２５０円 基礎 １２，２７５円 ＋１，０２５円 

後期 ３，７７５円 後期 ４，１２５円 ＋３５０円 

２割減額 

世 帯 

基礎 １８，０００円 基礎 １９，６４０円 ＋１，６４０円 

後期 ６，０４０円 後期 ６，６００円 ＋５６０円 

その他 

世 帯 

基礎 ２２，５００円 基礎 ２４，５５０円 ＋２，０５０円 

後期 ７，５５０円 後期 ８，２５０円 ＋７００円 

 

２ 退職者医療制度の経過措置等の廃止（第１４条の３、第１４条の４、第１５条、第１５条

の４、第１５条の５、第１５条の６、第１５条の７、第１５条の８、第１５条の９、第１５

条の１０、第１５条の１１、第１５条の１２、第１５条の１３、第１５条の１４、第１５条

の１５、第１５条の１６、第１６条、第１９条、第１９条の２、付則第６条、付則第７条関

係） 

国民健康保険法の一部改正により、退職被保険者等の経過措置に係る規定が削除されるこ

とに伴い、関係規定を削除する等の規定整備をする。 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日から施行する。 

なお、保険料率等に関する規定は令和６年度以後の年度分の保険料について適用する。 

  


